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	岡山労働局発表

平成２５年３月２８日


平成２４年度の「くるみん」認定件数が過去最多になりました！
岡山労働局（局長　上市貞満）では、次世代育成支援対策推進法に基づいて一般事業主行動計画を策定し、計画に定めた目標を達成したこと等の基準を満たした事業主を子育てサポート企業として認定しています。
認定件数は増加傾向にあり、今般、平成２５年２月１４日付けで社会医療法人清風会（津山市）を新たに認定し、平成２４年度の認定件数は６件と過去最高になりました。また、これまでの認定企業数は２１社となりました。
当局では今後とも、できるだけ多くの企業が行動計画を策定・届出し、認定を目指して実効ある子育て支援のための取り組みを進めるよう周知・啓発等を行うこととしています。
１　「くるみん」認定件数の推移
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２　社会医療法人清風会の取組内容
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３　認定とは
　「認定基準」を満たした事業主は、都道府県労働局長の認定を受けることができます。認定を受けた事業主は、次世代認定マーク（愛称 くるみん）を商品や求人広告、会社案内等に付けることができ、次世代育成支援に積極的に取り組んでいる企業であることをＰＲすることができます。

　企業イメージのアップや企業に雇用される従業員のモラールの向上や、それに伴う生産性の向上、優秀な従業員の定着などが期待されます。
　また、認定事業主は、取得・新築・増改築した建物等について割増償却ができる税制優遇制度（くるみん税制）が利用できます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	４　県内「くるみん」認定企業一覧　（平成２５年３月２８日現在）

	
	
	

	企業名
	所在地
	認定年

	生活協同組合　おかやまコープ
	岡山市
	2007年

	株式会社ＤＮＰアイ・エム・エス
	岡山市
	2007年

	株式会社山陽新聞社
	岡山市
	2008年

	株式会社メッセージ
	岡山市
	2008年

	株式会社岡山髙島屋
	岡山市
	2009年　2011年

	カバヤ食品株式会社
	岡山市
	2009年

	株式会社イデアス
	玉野市
	2009年　2012年

	社会福祉法人　愛誠会
	新見市
	2009年

	セロリー株式会社
	岡山市
	2010年

	共和機械株式会社
	津山市
	2010年

	財団法人操風会
	岡山市
	2010年

	株式会社岡山村田製作所
	瀬戸内市
	2010年

	国立大学法人 岡山大学
	岡山市
	2010年

	株式会社トマト銀行
	岡山市
	2011年

	岡山医療生活協同組合
	岡山市
	2011年

	倉敷化工株式会社
	倉敷市
	2011年

	オーエヌ工業株式会社
	津山市
	2012年

	株式会社サンキョウ-エンビックス
	岡山市
	2012年

	玉野エンジニアリング株式会社
	玉野市
	2012年

	株式会社自然共生
	岡山市
	2012年

	社会医療法人清風会
	津山市
	2013年


詳細は下記をご参照下さい。
・「一般事業主行動計画を策定し、くるみんマーク認定をめざしましょう」パンフレット
（厚生労働省ＨＰ）
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(次世代認定マーク)


愛称　くるみん





　岡山労働局雇用均等室


　室　　　　長　　金井陽子


  地方機会均等指導官　　岡田節子
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２０１３年認定事業主　


社会医療法人清風会


　　　　　　　　　　　　　


所在地 ：津山市　　　業種：医療業


計画期間：平成２２年１２月１日～平成２４年１１月３０日までの２年間





主な取組内容


①妊娠、出産、育児等に関する制度を周知するため、わかりやすい資料を作成し、職員研修において説明を行った。また、管理職に対しても、制度の内容及び利用促進について説明した。併せて、妊娠中の労働者に育児休業等の制度を個別に説明をした。


②心身のリフレッシュ、家族への慰労、自己啓発のため1年間に5日間のリフレッシュ休暇を導入し、労働者のワーク・ライフ・バランス対策に取組んだ。


③小学校就学前までの子を対象とした事業所内保育施設を設置し、仕事と育児の両立を支援している。


④職場のイベント等を開催する場合には託児を実施し、職員が参加しやすいよう配慮している。
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